
　当社は，従来から「社会から信頼され,認められる企業」を目指して，コンプライアンス経営を展開してきました。しかしながら，

社会の信頼を失墜させる企業不祥事の多発や電力市場における競争の激化など，昨今の情勢は大きく変化してきています。�

　このような中で，社会との信頼関係を一層強固なものにするため，法令遵守はもとより，これまで以上に，企業倫理に則った透明

性の高い公正な事業活動を推進します。��

コンプライアンス向上への取組み�

コンプライアンス経営の推進体制�

　九州電力では，2002年10月，

取締役会のもとにコンプライアン

ス委員会を設置しています。コン

プライアンスに関する活動を実践

する業務執行機関（本店各室部，

支店・支社等）には，各室部及び

機関の長をコンプライアンスに関

する責任者として配置し，全社で

コンプライアンス意識の向上に取

り組んでいます。また，法令及び

企業倫理に照らして，業務運営や，

役員･従業員の行動に疑問を感じ

た当社及びグループ各社の役員･

従業員並びに取引先からの相談を

受け付ける体制として,「コンプ

ライアンス相談窓口」を社内，社

外に設置しています。�

�

コンプライアンス委員会��

　コンプライアンス委員会は，社

長を委員長とし，委員は，当社取

締役のほか，弁護士，学識経験者，

消費生活アドバイザー及び労働組

合委員長で構成され，客観性及び

透明性を確保しています。�

　委員会では，基本的な方針の策

定や具体的な提言・審議及び取組

状況のモニタリングを行います。

具体的には,「九州電力グループ

行動憲章」（P5参照）や「コンプ

ライアンス行動指針」の策定，相

談窓口の設置，情報公開の推進，

社員の教育･研修，さらには社内

アンケートによる日常業務につい

ての適法性等の点検を実施しモニ

タリングを行うなど，コンプライ

アンス経営を推進しています。�

コンプライアンス行動指針��

　当社では，2002年12月,「コン

プライアンス行動指針」を策定し

全役員・従業員に配付しています。

　この指針では，判断に迷ったと

きに考える視点や一般的な行動基

準，お客さまや株主・投資家など

ステークホルダーとの関係におけ

る留意点などを具体的に記載して

います。�

�

〈記載項目〉�

・お客さまとの信頼関係の構築�

・電気の安定供給・品質維持と安

　全性の確保�

・お取引先との良好な関係の構築�

・競合企業との公正な競争関係の

　維持�

・情報公開・広聴活動�

・公正な労使関係など��

＜コンプライアンス行動指針のホームページ＞�
http://www.kyuden.co.jp/csr_compliance_04
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▼コンプライアンス経営の推進体制�

相談窓口�

業務執行機関�
（本店各室部，支店・支社等）・活動実践�

コンプライアンス小委員会 ・具体策検討�

（社内メンバー）�

コンプライアンス委員会 ・方針策定 等�

グループ各社�

報告� 報告�

社長�

コンプライアンス�
相談窓口�

（社内・社外）�

社長�

コンプライアンス�
推進責任者�

コンプライアンス�
相談窓口�

連携�

付託�

モ
ニ
タ
リ
ン
グ�

コンプライアンス責任者�
・本店各室部の長　・支店・支社等の長�

取締役会（九州電力）�

相談�相談�

役
　
員�

従
業
員�

取
引
先�

役
　
員�

従
業
員�

委員長：社長�
委　員：取締役�
　　　 労働組合委員長�
　　　 社外有職者�
　　　 弁護士，学識経験者�
　　　 消費生活アドバイザー�
オブザーバー：常任監査役�
（　　　　　　　）�

コンプライアンス経営�
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教育・研修等による従業員の意識高揚�

　全従業員に対して「コンプラ

イアンス行動指針」や「部門別

行動指針」の教育，eラーニングを

活用した教育・研修を継続して

実施しています。そのうえで「コ

ンプライアンスに則った業務遂

行・業務運営を行っているか」

との視点から従業員の意識を評

価するため，人事考課の項目に

「企業倫理性」の項目を追加し，

従業員のコンプライアンス意識

の高揚を図っています。�

�

コンプライアンス推進月間��

　毎年1月を「コンプライアンス

推進月間」と位置づけています。

　2005年度は，社外から講師を

招き，当社及びグループ各社の

経営幹部等を対象として「消費

者から見たコンプライアンス」に

ついて講演会を開催しました。ま

た各事業所においても，講演会，

研修会等を積極的に行っています。�

�

コンプライアンス相談窓口��

　法令違反や企業倫理に反する行

為の未然防止，早期発見を目的に

コンプライアンス相談窓口を

2003年2月に設置しました。2005

年4月からは社外弁護士事務所に

も相談窓口を設置し，相談を受け

付ける体制の充実を図っています。�

　この窓口の利用者は「コンプラ

イアンス相談窓口設置･運用規程」

に基づき，プライバシーを厳格に

保護されるとともに，相談・通報

による不利益な扱いを受けること

はありません。�

　また，この相談窓口のほかに，

「セクハラ相談窓口」を設置して

います。（P45参照）�

�

グループ会社の取組み　��

　グループ各社は，「九州電力グ

ループ行動憲章」のもと，それぞ

れコンプライアンス経営の推進に

取り組んでおり，当社と同様，「行

動指針」の策定や「相談窓口」の

設置など，コンプライアンス推進

体制を整備しています。また，グ

ループ全体に関わる問題については，

当社コンプライアンス委員会で審

議するなど，当社との連携を図っ

ています。�

　2006年度は，グループ各社の

取組状況のモニタリングや，情報

交換などを行う会議体を設置し，

推進体制の強化を図ることとして

います。�

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
経
営�

▼コンプライアンス講演会（2005年度推進月間行事）�

2006年度の活動項目� 2006年度の主な行動計画�

演　題：「消費者から見たコンプライアンス」��
参加者：当社の役員･コンプライアンス責任者,�グループ会社社長ほか約200名�

法令遵守の徹底や企業倫理に則った�
公正な事業活動�

個人情報保護など情報セキュリティ�
体制の強化�

○コンプライアンスマインド向上施策の実施�
○規定文書管理ルールの見直し�
○グループ全体でのコンプライアンス経営推進体制の強化�

○情報セキュリティ管理体制に関する第三者検証の実施�
○全従業員対象「情報セキュリティ中級研修」「情報セキュリティeラーニング研修」の実施�
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▼コンプライアンス相談窓口�

相談者�
当社・グループ各社の�
役員・従業員，取引先�

検討結果報告�
（適宜）�

検討結果報告�
（適宜）�

相談内容報告�

検討結果報告（適宜）�

※原則として匿名�
※法的な助言（適宜）�

相談�
※原則として顕名�

相談�
※原則として顕名�

社外相談窓口に関するフロー�

社内相談窓口に関するフロー�

社外�
相談窓口�
（弁護士）�

社内�
相談窓口�
（総務部）�

相談内容を�
整理・記録�

問題点など検討�
事実関係確認�
対策検討�
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送配電ネットワーク利用の公平性・

透明性確保�

　2005年4月からの電気事業制度

変更に対応し,送配電ネットワー

ク利用における新規参入者（特定

規模電気事業者）との公平性及び

託送業務の透明性を確保するため，

「適正な電力取引についての指針」

等の趣旨に則り，「情報の目的外

利用の禁止」「差別的取扱いの禁

止」及び「内部相互補助の禁止」

の行為規制を柱とする「託送業務

管理規程」を定めました。�

　また，この規程の下位規定とし

て「託送関連情報管理要則」を制

定し，電力託送業務における情報

遮断のための具体的な情報管理方

法を定めるとともに，電力輸送本

部長を統括責任者とする情報管理

体制を整備し，電力託送業務に関

する情報の目的外利用の禁止につ

いて厳正化を図っています。�

＜託送業務管理規程等のホームページ＞�

http://www.kyuden.co.jp/company_liberal_rule

規定文書の管理の徹底�

　社内の規定文書は，業務遂行に

あたってのルールを定めたもので

あり，常に法令等に整合し，適正

な内容である必要があります。当

社では，規定文書の制定・改正時

に，規定管理箇所（規定を作成す

る業務実施箇所とは別の組織）が

適法性等の審査を行い，管理する

体制としています。�

　2006年度からは，規定文書の

最新性・妥当性を維持し，適法性

をさらに徹底するため，従来の審

査に加え，定期的に規定内容のチ

ェックを行う「定期レビュー制度」

を導入することとしました。�

　具体的には，制定・改正後1年

を経過した全ての規定文書を対象

に，適法性等の確認を実施します。�

　また，常に最新の規定文書を閲

覧し，業務に活用できるシステム

の構築を行います。�

独占禁止法の遵守�

　当社では，独占禁止法の趣旨や

内容，違反行為の類型などを容易

に理解するためのツールとして，

「独占禁止法遵守マニュアル」を

作成し，全従業員がいつでも確認

できるよう社内イントラネットに

掲示しています。また，独占禁止

法や関係法令の改正に連動してマ

ニュアルを見直し全従業員へ周知

しています。�

　2005年度は，5月に改正された 

「適正な電力取引についての指針」*，

2006年1月に施行された改正独占

禁止法の内容を踏まえ，2度にわ

たってマニュアルを改正し，併せ

て全従業員に独占禁止法改正の概

要を周知のうえ，意識の向上を図

りました。�

　今後も継続して独占禁止法に関

する改正情報やセミナー情報を社

内に周知し，独占禁止法の遵守意

識を徹底していきます。�
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【託送関連情報管理事務局】�

（運用関係）�

託送関連情報管理�
統括責任者�

（電力輸送本部長）�

系統運用部� 託送関連情報管理責任者�
（系統運用部長）�

工務部� 託送関連情報管理責任者�
（工務部長）�

ネットワーク�
サービスセンター�

託送関連情報管理責任者�
（ネットワークサービスセンター所長）�

電子通信部� 託送関連情報管理責任者�
（電子通信部長）�

配電部� 託送関連情報管理責任者�
（配電部長）�

用地部� 託送関連情報管理責任者�
（用地部長）�

送変電�
統括部�

託送関連情報管理者�
（送変電統括部長）�

技術部�託送関連情報管理者�（技術部長）�

配電部�託送関連情報管理者�（配電部長）�

用地部�託送関連情報管理者�（用地部長）�

本店� 支店�
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2006

▼託送関連情報管理体制�

※用語解説／*適正な電力取引についての指針：�自由化された電力市場を有効に機能させていくために，自由化された小売り分野・託送分野，一般電気事業者の電気の調達，規制
分野，他のエネルギーと競合する分野ごとに基本的な考え方を示し，各論ごとに望ましい行為や問題のある行為などを例示したもの�
（通商産業省〔現経済産業省〕と公正取引委員会が1999年12月に作成公表，2002年7月，2005年5月改正）�



適切な資材燃料調達の実施�

　資材・燃料の調達においては，

従来から法令の遵守はもちろんの

こと，オープン・公正な取引によ

るお取引先との相互信頼の構築，

地域社会への貢献を基本的な考え

方として推進していますが，ＣＳＲ

の積極的な推進を図る観点から，

2005年8月，あらためてこの考え

方を整理し，「資材・燃料調達基

本方針」として制定しました。�

　この基本方針では，企業の社会

的責任を果たすため，従来の方針

に加え，調達活動全般において，

社会規範の遵守，安全の確保，情

報セキュリティの徹底と個人情報

の保護及び環境への配慮などに積

極的に取り組むこととしています。

　また，お取引先と当社との協働

による新たな価値の創造，相互の

発展を目指しています。�

　「資材・燃料調達基本方針」の

実践にあたっては，お取引先から

この基本方針へのご理解とご協力

をいただくとともに，さらにはこ

うした取組みを通じた相互信頼に

基づくパートナーシップの確立が

必要不可欠であると考えています。�

　このため，お取引先の皆さまには，

下記の9項目へのご協力をお願い

しています。なお，基本方針やお

取引先へのお願いについて当社ホ

ームページにも掲載しています。�

�

http://www.kyuden.co.jp/company_procurement_s-
hizai_policy

1　オープンな調達�
　当社は，広く国内外の企業から，当社の事業運営上のニーズに合致し，品質・価格・納入
面に優れた資材や燃料を調達します。�

�
2　公平・公正な対応�
　当社は，品質・技術力・価格・経営的及び社会的信頼性・納入の安定と納期の確実性・
アフターサービス・既設設備との整合性・環境配慮・継続的改善への取組み等を総合的に勘
案した合理的かつ公平な評価に基づき，公正にお取引先を選定するなど調達活動全般に
亘り，お取引先に対し公正な対応を行います。�

�
3　法令・社会規範の遵守�
　当社は，調達活動全般において，人権の尊重はもとより，国内外を問わず法令とその精
神，社会規範を遵守します。また，お取引先にもこれらの遵守を求めます。�

�
4　環境への配慮�
　当社は，環境の保全や資源の有効活用に配慮した調達活動を行います。�
　その取組みとして，環境に優しい製品等を積極的に調達する「グリーン調達」を推進し，
お取引先と協働して循環型社会の形成に貢献します。�

�
5　安全の確保�
　当社は，公衆安全や作業従事者の安全を最優先する立場から，お取引先に対して適切
な安全衛生管理を求め，協力して安全の確保，災害の防止に取り組みます。�

�
6　情報セキュリティの徹底と個人情報の保護�
　当社は，お取引先とともに，取引によって知り得たお互いの機密情報，及び個人情報を
適切に管理，保護します。�

�
7　契約の遵守と誠実な履行�
　当社は，取引に関してとりかわした契約を遵守し，契約上の義務を誠実に履行するととも
に，お取引先にも契約の遵守とその誠実な履行を求めます。�

�
8　コミュニケーションの推進と相互信頼の構築�
　当社は，透明性の高い調達活動を行い，お取引先との良好なコミュニケーションと節度あ
る健全な関係を推進することにより，相互信頼を築きあげます。�

�
9　価値の創造�
　当社は，お取引先を価値創造のパートナーと位置付けており，新たな価値創造に積極的
に取り組まれている企業を尊重します。�
　そうしたお取引先とともに，最適な品質や価格を追求し，相互の発展を目指します。�

�
10　地域・社会への貢献�
　当社は，調達活動においても，お取引先とともに「良き企業市民」として地域・社会の発
展に寄与したいと考えております。�

1　法令・社会規範の遵守�
・国内外の関連法令とその精神，並びに社会規範の遵守�
※法令・社会規範には，民法，商法，独占禁止法，知
的財産関連法令等に留まらず，社会的責任を果たすう
えで遵守すべき，労働や基本的人権に関わる法令・社
会規範等を含みます。�

�
2　契約の遵守，誠実な履行�
・契約の遵守とその誠実な履行�

�
3　環境への配慮�
・環境関連法令（産業廃棄物処理法，建設リサイクル  �
  法等） の遵守�
・製品の環境性能（省エネルギー，リサイクル・長寿命， �
  廃棄物抑制等）の向上へ向けた取組み�
・環境に優しい事業活動の推進（グリーン調達等）への  �
  取組み�

�
4　安全の確保�
・安全関係法令の遵守�
・公衆安全の確保�
・安全を最優先した作業手順・環境の確保�

�
5　情報セキュリティの徹底�
・個人情報保護法の遵守�
・取引により知り得た経営・技術情報等の厳格な管理・ �
  保護�

�
6　安定した納入�
・安定した納入・施工体制の確立�

�
7　良質なアフターサービス�
・メンテナンスへの協力�
・不具合に対する適切な対応と保証�
・緊急時の対応力確保と迅速な対応�

�
8　適正価格の追求と品質・技術力の維持・向上�
・適正価格実現へ向けた更なる取組み�
・品質・技術力の維持と改善への継続的取組み�

�
9　良好なコミュニケーションの推進�
・ご意見，ご要望，ご提案等のお申し出�

コンプライアンス経営�
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資材・燃料調達基本方針� お取引先へのお願い�



情報セキュリティ体制と個人情報保護の取組み�

▼情報セキュリティ�マネジメント体制図�

▼情報セキュリティ対策�

　規定類の整備�

管理的対策�

情報セキュリティ体制構築，規定類の整備，自主点検・第三者検証の�
実施�
業務委託等における機密保持契約締結の徹底など�

機密保持義務の明文化（就業規則改正）�
全従業員対象の初期研修・eラーニング，新入社員・新任管理職への�
研修など�

ICカードによるセキュリティゲート設置（本店）�
全事業所オートロック化�
執務室と応接スペースの分離化など�

不正ソフトウェア対策の継続実施，一括ダウンロード機能の制限・廃止�
通信ログの記録・管理，社外ネットワーク接続部分へのファイアーウォー�
ル設置�
業務用パソコン内部記録装置の自動暗号化など�

人的対策�

物理的対策�

技術的対策�

全
社
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
�

部
門
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
�

情報セキュリティ担当者�
（各グループ長）�

各事業所のＰＤＣＡ�

情報セキュリティ総括責任者�
（社長）�

（情報セキュリティ副総括責任者：総務担当取締役）�

〔個人情報保護総括責任者〕�

〔個人情報保護担当者〕�

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者
会
議�

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
推
進
委
員
会�

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
責
任
者�

（
本
店
以
外
の
事
業
所
長
）�

〔
個
人
情
報
保
護
責
任
者
〕�

各
グ
ル
ー
プ
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
�

部門� 部門� 部門� 部門�

情報セキュリティ推進責任者�
総括担当：総務部長�

〔個人情報保護推進責任者〕�

技術担当：情報システム部長�

情報セキュリティ責任者（本店）�
（各室部長）�

〔個人情報保護責任者〕�

▲
�

管理体制の整備�

　当社では，2005年1月，社長を

「情報セキュリティ総括責任者」

とする情報セキュリティ体制を構

築しました。�

　具体的には，本店各室部，各事

業所及び各グループに情報セキュ

リティ責任者や担当者を配置し，

情報の取得から管理，保管，廃棄

までの一連の処理における取扱い

の厳正化を図っています。�

　また，社長を委員長とする「情

報セキュリティ推進委員会」及び

本店各室部長をメンバーとする「情

報セキュリティ責任者会議」を設

置し，全社・各部門・各事業所，

各グループにおけるマネジメント

サイクルを構築し，全社をあげて

情報セキュリティの確保に取り組

んでいます。�

　さらに，それぞれの責任者・担

当者は，個人情報保護の責任者・

担当者を兼ねており，情報セキュ

リティの確保と同時に，お客さま

をはじめ，株主・投資家，地権者

などから事業活動を通じてお預か

りした個人情報を適切に管理する

体制を構築しています。　�

　�

規定類の整備�

　情報の取扱いに関する基本方針

として「情報セキュリティ基本方

針」を2005年1月に制定しました。�

　また，全社共通の取扱いを行う

「情報セキュリティ管理規程」や

部門固有情報などに関する規定類

の整備を行い，情報管理の徹底を

図っています。�

情報セキュリティ対策�

　体制構築や規定類の整備に加え，

各職場での自主点検や，社外第三

者による社内システムに対する脆

弱性試験及び個人情報保護への取

組状況検証などの対策を実施して

います。��

　また，全従業員を対象にした情

報セキュリティ初期研修（集合教

育）やeラーニングなどの人的対策，

ICカード（社員証）によるセキュ

リティゲートの設置などの物理的

対策，ICカードによるパソコン操

作時の個人認証，一括ダウンロー

ド機能の制限や廃止，業務用パソ

コン内部記録装置の暗号化などの

技術的対策を実施しています。�

情報セキュリティ管理規程��
個人情報保護管理規程��

情報取扱要則，建物入退管理要則��
個人情報保護管理基本ガイドライン など�

情報セキュリティ�
基本方針��

個人情報保護基本方針�

部門固有情報に関する情報取扱基準，��
部門の個人情報保護ガイドライン など�
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個人情報保護基本方針�

1　個人情報に関する法令，その他の社会的規範及び当社の個人情報保護管理規程
その他規定類を遵守する。 �
2　情報セキュリティ基本方針に基づき,個人情報を適切に管理し，不正アクセス，
漏えい，滅失又はき損のリスクに対する安全管理措置を実施する。 �
3　以下のとおり，個人情報を適切に取り扱う。 �
（1）利用目的の特定，通知・公表 �
　　個人情報の利用目的をできる限り具体的に特定する。 �
　　個人情報取得の際は，あらかじめ利用目的を公表するか，取得後速やかに
　　ご本人へ通知又は公表する。 �
（2）取得，取扱い �
　　個人情報は適正な手段で取得し，特定した利用目的の範囲内で取り扱う。 �
（3）第三者への提供  �
　　個人データは，業務委託などの場合を除き，ご本人の同意なしに第三者へ
　　提供しない。 �
（4）通知・開示請求等への対応  �
　　ご本人からのお申出があれば，保有個人データに関して,利用目的の通知，
　　データの開示・訂正・追加・削除・利用停止・消去・第三者提供停止の請
　　求に対し，原則として，遅滞なく対応する。 �
4　個人情報保護の取組を定期的に検証し，改善を図る。 �
5　経営トップは，重大な苦情等が発生した場合は，自ら問題解決にあたり，原因
究明のうえ，早急な是正措置を講じ，再発防止を図るとともに，迅速かつ正確
な情報公開を行う。また，個人情報の取扱いに対する苦情に対して適切かつ迅
速に対応する体制を整備する。�

コンプライアンス経営�

個人情報保護の取組み�

　2005年4月に全面施行された「個

人情報保護法」への適切な対応の

ため，「個人情報保護基本方針」「個

人情報保護管理規程」及び「個人

情報保護管理基本ガイドライン」

を制定し，個人情報の利用目的の

特定や開示請求への対応方法など

を定めています。これらの内容に

ついては，本店各室部，各支店・

支社，各営業所などで説明会を開

催するなど徹底を図っています。�

　また，お客さまの個人情報に接

する機会の多い営業部門では，「営

業部門個人情報保護ガイドライン」

を制定し，その理解促進のため，

従業員を対象としたeラーニング

の実施や委託員への個別面談など

を行い，個人情報の適正管理を図

っています。�

情報漏えい事故�

　2005年6月と9月に，お客さま

情報が記載された「電気料金領収

証」「電気ご使用量のお知らせ」

をそれぞれ委託員が紛失する事故

が発生しました。�

　また，2005年9月，2006年4月に，

当社及びグループ会社従業員の私

用パソコンから，Winnyネットワ

ーク上に発電プラントに関する試

験要領書などの技術情報や業務打

合せ議事メモなどが流出していた

ことが判明いたしました。�

　これらの情報漏えい事故は決し

てあってはならないことであり，

再発防止策の徹底を図るとともに，

今後とも継続的に注意喚起を行い，

個人情報，社内情報の適正管理を

図っていきます。�

委託員による紛失防止�
・業務委託先の個人情報管理状況
　の確認�
・委託員との個別面談による管理
　の徹底�
・社外持出資料の最小限化�
・社外持出時の常時携行 など�
�
Winnyによる情報流出防止�
・流出事故の全社周知と情報管理
　の徹底指示�
・無許可の社内資料持ち出し禁止
　の徹底�
・私用パソコン内の社内情報の削
　除及び削除確認表の提出�
・業務用パソコンの内部記録装置
　の自動暗号化�
・グループ会社の情報流出事故対
　策状況の確認と指導　など�

1　情報セキュリティに関する法令，その他社会的規範及び当社の
情報セキュリティ管理規程その他規定類を遵守する。 �

 �
2　情報や情報システムの取扱いに関する規定類を整備するととも
に，従業員への定期的かつ継続的な教育を行うなど，従業員に
よる不正行為や設備の誤用等を防止する。 �

 �
3　取引先へ本方針を周知のうえ，機密保持に関する契約を締結す
るなど，取引先と連携した管理体制を整備し，情報漏えい等を
防止する。 �

 �
4　建物への入退管理やネットワークへの不正アクセス防止等の安
全管理対策を的確に実施し，情報の漏えい，盗難，誤用，悪用
を防止する。 �

 �
5 代替手段の確保や復旧手順の確立など，事前のリスク管理を的
確に行う。 �

 �
6　情報セキュリティに関する取組みを定期的に検証し，改善を図る。 �
 �
7　経営トップは，重大な情報漏えい事故等の事態が発生した場合
は，自ら問題解決にあたり，原因究明のうえ，早急な是正措置
を講じ，再発防止を図るとともに，迅速かつ正確な情報公開を
行う。 

再発防止策�

情報セキュリティ基本方針�

http://www.kyuden.co.jp/functions_privacy_index
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